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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期

第１四半期
連結累計期間

第51期
第１四半期
連結累計期間

第50期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年６月30日

自 2019年４月１日
至 2019年６月30日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (百万円) 15,420 17,717 74,344

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △447 1,039 2,975

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(百万円) △324 701 2,055

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △347 720 1,880

純資産額 (百万円) 19,717 21,544 21,385

総資産額 (百万円) 34,671 37,388 38,420

１株当たり四半期（当期）
純利益又は１株当たり四半期
純損失（△）

(円) △14.51 31.36 91.99

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 56.9 57.6 55.7

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 当社は役員報酬ＢＩＰ信託を導入しております。１株当たり四半期（当期）純利益又は１株当たり四半期純

損失を算定するための期中平均株式数については、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式（当第１四半期

連結累計期間 73,000株、前第１四半期連結累計期間 73,000株、前連結会計年度 73,000株）を控除してお

ります。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　

（1）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢の改善などにより緩やかな回復傾向にあ

るものの、米国・中国間の貿易摩擦問題への警戒感や金融資本市場の変動など、景気の先行きは不透明な状況が続

いております。

外食産業におきましても、生活防衛意識の高まりを背景として、業種を超えた激しい顧客獲得競争にさらされ、

加えて労働力不足に伴う人件費や物流費の高騰により厳しい経営環境が続いております。

このような状況下、当社グループでは、中期経営計画『創業50周年に向けて』（2018年度-2020年度）の２カ年目

に突入し、“おいしさ、しあわせ創造”の経営理念の下、主力のケンタッキーフライドチキン（ＫＦＣ）において

は、「原点回帰」「お客様目線（現場目線）」「人財育成」の３つを基本テーマに掲げ、持続的なブランド価値向

上を図っております。

前年度に引き続き、日常利用の促進を目的とした割安なセットメニューと新商品施策を並行して訴求していくこ

とで、当第１四半期連結累計期間につきましても、チェーン売上高及び客数が大幅に増加いたしました。

割安なセットメニューは、「オリジナルチキン」をより日常的にご利用いただくために、500円ランチのミール

や、夕食の食卓のごはんのおかずとしての利用をご提案いたしました。また、創業49周年を記念した「創業記念パ

ック」を６月から期間限定で発売し、お客様に感謝の気持ちを伝えご好評いただきました。

一方、新商品施策につきましては、４月にケンタッキー独自の「うす衣製法」で調理したパリパリとした衣が特

徴の「パリパリ旨塩チキン」を発売いたしました。これまでご好評いただいている「500円ランチ」に、５月は新メ

ニューのタコス風サンド「チキンスライダー」を加えるなど、サンドの商品も販売を強化いたしました。その他、

定番商品のポテトやバンズも変更し、お客様にもっとおいしい商品を提供することに徹底的にこだわりました。

また、４月からＫＦＣネットオーダーをリニューアルし、より簡単に事前注文が出来るようになりました。合わ

せてデリバリーサービスも強化してきた結果、配達代行も合わせて実施店舗は、６月末現在で196店舗になりまし

た。前連結会計年度に完了したＫＦＣ全店舗での禁煙化によってお子様連れのお客様をはじめ、いっそう店内でお

いしく安心してご利用いただけるような店舗環境をご提供し、同時に店舗従業員の労働環境改善にもつなげており

ます。

店舗数につきましては、当第１四半期連結累計期間において７店舗（直営２店舗・フランチャイズ５店舗）を出

店し、1,132店舗となりました。また、改装につきましては、42店舗（直営８店舗・フランチャイズ34店舗）実施い

たしました。

これらの結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は177億１千７百万円（対前年同四半

期14.9％増）、営業利益は９億５千１百万円（前年同四半期は営業損失５億１千５百万円）、経常利益は10億３千

９百万円（前年同四半期は経常損失４億４千７百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は７億１百万円（前

年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失３億２千４百万円）となりました。
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　（2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間の連結財政状態は、前連結会計年度末と比較して総資産は10億３千１百万円減少し、

373億８千８百万円となりました。その主な要因は、現金及び預金の減少７億６千３百万円、有形固定資産の減少１

億８千５百万円、無形固定資産の減少１億１千６百万円及び長期繰延税金資産の減少１億９千万円等によるもので

あります。

負債は11億９千万円減少し、158億４千３百万円となりました。その主な要因は、未払法人税等の減少７億７千９

百万円等によるものであります。

純資産は215億４千４百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億５千９百万円増加し、自己資本比率は57.6

％となっております。その主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上７億１百万円及び剰余金の配当

による減少５億６千万円等によるものであります。

(3) 資本の財源及び資金の流動性に関する情報

当社グループでは、経営環境の変化に備えて手元流動性を十分確保することで安定した財務基盤を維持すること

に努めており、当第１四半期連結会計期間末における流動比率は153.8％となっております。

当面の資金需要につきましては、原材料費や販売費及び一般管理費に計上されるサービスに対する費消のほか、

新規出店や既存店舗の改装による設備投資や株主還元であり、これらは自己資金で賄う予定であります。

この他にも当社グループの新たな収益の源泉として、Ｍ＆Ａも含めた投資も引き続き検討してまいります。

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 49,953,000

計 49,953,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,783,000 22,783,000
　東京証券取引所
　市場第二部

単元株式数は100株であります。

計 22,783,000 22,783,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　 該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年４月１日～
2019年６月30日

― 22,783,000 ― 7,297 ― 1,000

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　2019年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 359,100 ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

224,130 ―
22,413,000

単元未満株式 普通株式 10,900 ― ―

発行済株式総数 22,783,000 ― ―

総株主の議決権 ― 224,130 ―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、役員報酬ＢＩＰ信託にかかる信託口が所有する当社株

式73,000株（議決権数730個）が含まれております。

２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式19株が含まれております。

３ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2019年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

② 【自己株式等】

　2019年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本ＫＦＣホールディング
ス株式会社
(自己保有株式)

神奈川県横浜市西区みなと
みらい４丁目４－５

359,100 ― 359,100 1.57

計 ― 359,100 ― 359,100 1.57

（注）上記の自己保有株式のほか、役員報酬ＢＩＰ信託にかかる信託口が所有する当社株式73,000株を四半期連結貸

借対照表上、自己株式として処理しております。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2019年４月１日から2019年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,267 12,504

売掛金 4,269 4,294

商品 412 428

原材料及び貯蔵品 74 76

前払費用 387 514

短期貸付金 0 1

その他 877 829

貸倒引当金 △93 △19

流動資産合計 19,196 18,628

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,200 3,162

土地 1,981 1,981

その他（純額） 1,292 1,144

有形固定資産合計 6,474 6,288

無形固定資産

のれん 32 30

ソフトウエア 1,017 935

ソフトウエア仮勘定 40 9

その他 0 0

無形固定資産合計 1,091 975

投資その他の資産

投資有価証券 5,868 5,947

差入保証金 4,354 4,320

繰延税金資産 1,279 1,089

その他 207 188

貸倒引当金 △51 △50

投資その他の資産合計 11,658 11,495

固定資産合計 19,223 18,759

資産合計 38,420 37,388
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 6,664 6,620

未払金 2,967 3,071

リース債務 519 436

未払法人税等 999 220

未払費用 349 270

賞与引当金 552 73

役員賞与引当金 48 -

資産除去債務 5 2

その他 1,115 1,415

流動負債合計 13,222 12,111

固定負債

リース債務 189 137

退職給付に係る負債 2,031 2,025

株式給付引当金 32 32

ポイント引当金 41 40

資産除去債務 1,119 1,120

繰延税金負債 5 5

その他 392 369

固定負債合計 3,812 3,731

負債合計 17,034 15,843

純資産の部

株主資本

資本金 7,297 7,297

資本剰余金 10,430 10,430

利益剰余金 4,473 4,614

自己株式 △887 △887

株主資本合計 21,314 21,454

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 118 126

為替換算調整勘定 △1 △1

退職給付に係る調整累計額 △45 △34

その他の包括利益累計額合計 71 90

純資産合計 21,385 21,544

負債純資産合計 38,420 37,388
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

売上高 15,420 17,717

売上原価 8,860 9,939

売上総利益 6,560 7,777

販売費及び一般管理費 7,075 6,826

営業利益又は営業損失（△） △515 951

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

受取賃貸料 60 57

業務受託手数料 61 -

持分法による投資利益 2 67

その他 1 7

営業外収益合計 126 133

営業外費用

支払利息 5 3

店舗改装等固定資産除却損 3 0

賃貸費用 41 39

その他 8 1

営業外費用合計 58 44

経常利益又は経常損失（△） △447 1,039

特別利益

店舗譲渡益 57 40

固定資産売却益 1 -

特別利益合計 58 40

特別損失

固定資産除却損 1 0

固定資産売却損 0 -

減損損失 - 6

特別損失合計 2 6

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△391 1,074

法人税、住民税及び事業税 34 192

法人税等調整額 △102 180

法人税等合計 △67 373

四半期純利益又は四半期純損失（△） △324 701

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△324 701
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △324 701

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △34 7

為替換算調整勘定 4 0

退職給付に係る調整額 7 11

その他の包括利益合計 △23 19

四半期包括利益 △347 720

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △347 720

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

（追加情報）

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、2017年６月27日開催の第48回定時株主総会において、当社の取締役（社外取締役及び監査等委員を除

く。）ならびに当社及び当社グループの執行役員（以下、取締役と併せて「取締役等」という。）を対象として、

業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入することを決議いたしました。本制度は、取締役等の

報酬と当社グループの業績及び株主価値との連動性をより明確化し、当社グループの中長期的な業績の向上と企業

価値の増大への貢献意識を高めることを目的としております。

（１）本制度の概要

本制度は、役員報酬ＢＩＰ（Board Incentive Plan）信託（以下「ＢＩＰ信託」と称される仕組みを採用してお

ります。ＢＩＰ信託とは、米国のパフォーマンス・シェア（Performance Share）制度及び譲渡制限付株式報酬

（Restricted Stock）制度を参考にした役員に対するインセンティブ・プランであり、業績目標の達成度に応じて

取締役等に当社株式が交付される株式報酬型の役員報酬であります。

（２）信託に残存する自社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末147百万円、73,000株、当第

１四半期連結会計期間末147百万円、73,000株であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

減価償却費 559百万円 490百万円

決算短信（宝印刷） 2019年07月31日 09時35分 12ページ（Tess 1.50(64) 20181220_01）

-11-



（株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年６月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月19日
定時株主総会

普通株式 560 25.00 2018年３月31日 2018年６月20日 利益剰余金

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３ 株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

当第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月18日
定時株主総会

普通株式 560 25.00 2019年３月31日 2019年６月19日 利益剰余金

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

３ 株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、「ＫＦＣ事業」の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略

しております。
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(１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失
（△）

△14.51円 31.36円

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に
帰属する四半期純損失（△）(百万円)

△324 701

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）(百万円)

△324 701

普通株式の期中平均株式数(千株) 22,350 22,350

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 ２ 当社は役員報酬ＢＩＰ信託を導入しております。１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失を算

　 定するための期中平均株式数については、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式（当第１四半期連結累計

　 期間 73,000株、前第１四半期連結累計期間 73,000株）を控除しております。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2019年８月６日

日本ＫＦＣホールディングス株式会社

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岡 本 健 一 郎 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 栁 川 洋 満 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ＫＦＣホー

ルディングス株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2019年４月

１日から2019年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ＫＦＣホールディングス株式会社及び連結子会社の2019年６

月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注)１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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